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〇 公告第１７号 

 

 

平成３０年度第１次変更事業計画及び予算について 

 

 富山県市町村職員共済組合の平成３０年度第１次変更事業計画及び予算につい

ては、平成３１年３月４日開催の第１５８回組合会において原案のとおり議決され

たので、富山県市町村職員共済組合定款第４６条の規定に基づき、その要旨を 

別冊＊のとおり公告する。 

 

 

 

 

 平成３１年３月７日 

 

富山県市町村職員共済組合  

理事長  髙 橋 正 樹 

 

 

 

 

 

＊ 別冊については、本組合事務局において閲覧に供しています。 
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〇 公告第１８号 

 

 

富山県市町村職員共済組合定款の一部変更について 

 

 富山県市町村職員共済組合定款の一部変更については、平成３１年３月４日開催

の第１５８回組合会において原案のとおり議決されたので、地方公務員等共済組合

法第５条第９項の規定に基づき、別紙のとおり公告する。 

 

 

 

 

 平成３１年３月７日 

 

富山県市町村職員共済組合  

理事長  髙 橋 正 樹 
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   富山県市町村職員共済組合定款の一部変更について  

 

 

 富山県市町村職員共済組合定款（昭和 37 年定款第１号）の一部を次のよ

うに変更する。  

  第 43 条第１項の表中「 1,000 分の 6.75」を「 1,000 分の 7.4」に、「 1,000

分の 1.72」を「 1,000 分の 3.16」に改める。  

  第 43 条の２中「 1,000 分の 13.5」を「 1,000 分の 14.8」に改める。  

  第 45 条中「平成 30 年度」を「平成 31 年度」に、「 2,440 円」を「 2,315

円」に改める。  

 

   附  則  

１  この変更は、平成 31年４月１日から施行する。  

２  変更後の第 43 条第１項及び第 43 条の２の規定は、平成 31 年４月分以

後の掛金及び負担金並びに任意継続掛金について適用し、同年３月分以

前の掛金及び負担金並びに任意継続掛金については、なお従前の例によ

る。  
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富山県市町村職員共済組合定款の一部変更 新旧対照表 
（傍線部分は、変更を示す） 

 
変  更  前 

 

 
変  更  後 

 
備  考 

 

第１条 ～ 第 42 条 （略） 
 
 (掛金及び負担金の額) 
第 43 条 組合の短期給付及び福祉事業に要する費用としての掛金
及び負担金の額は、組合員の標準報酬の月額及び標準期末手当等
の額にそれぞれ次の表に掲げる割合を乗じて得た額とする。 

組合員の種別 

標準報酬の月額及び標準期末 

手当等の額と掛金との割合 

標準報酬の月額及び標準期末 

手当等の額と負担金との割合 

短 期 給 付 
福祉事業 

短 期 給 付 
福祉事業 

短期分 介護分 短期分 介護分 

一 般 組 合 員 1,000 分

の 

40.88 

1,000 分

の 

6.75 

1,000 分

の 

1.7 

1,000 分

の 

40.88 

1,000 分

の 

6.75 

1,000 分

の 

1.7 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

長 期 組 合 員 1,000 分

の 

1.72 

－ － 

1,000 分

の 

1.72 

－ － 

市町村長長期組合員 

２ （略） 
 
 (任意継続掛金の額) 
第 43 条の２ 任意継続組合員に係る短期給付（介護納付金の納付
に係るものを除く。）及び福祉事業に係る掛金及び地方公共団体
の負担金の合算額を基礎として定款で定める額は、施行令第 46

条の２の規定による標準報酬の月額に 1,000分の 81.76を乗じて
得た額とし、介護納付金の納付に係る掛金及び地方公共団体の負
担金の合算額を基礎として定款で定める額は、同条に規定する標
準報酬の月額に 1,000 分の 13.5 を乗じて得た額とする。 

 
第 44 条 （略） 

 

 

第１条 ～ 第 42 条 （略） 
 
 (掛金及び負担金の額) 
第 43 条 組合の短期給付及び福祉事業に要する費用としての掛金
及び負担金の額は、組合員の標準報酬の月額及び標準期末手当等
の額にそれぞれ次の表に掲げる割合を乗じて得た額とする。 

組合員の種別 

標準報酬の月額及び標準期末 

手当等の額と掛金との割合 

標準報酬の月額及び標準期末 

手当等の額と負担金との割合 

短 期 給 付 
福祉事業 

短 期 給 付 
福祉事業 

短期分 介護分 短期分 介護分 

一 般 組 合 員 1,000 分

の 

40.88 

1,000 分

の 

7.4 

1,000 分

の 

1.7 

1,000 分

の 

40.88 

1,000 分

の 

7.4 

1,000 分

の 

1.7 

市町村長組合員 

特定消防組合員 

長 期 組 合 員 1,000 分

の 

3.16 

－ － 

1,000 分

の 

3.16 

－ － 

市町村長長期組合員 

２ （略） 
 
 (任意継続掛金の額) 
第 43 条の２ 任意継続組合員に係る短期給付（介護納付金の納付
に係るものを除く。）及び福祉事業に係る掛金及び地方公共団体
の負担金の合算額を基礎として定款で定める額は、施行令第 46

条の２の規定による標準報酬の月額に 1,000分の 81.76を乗じて
得た額とし、介護納付金の納付に係る掛金及び地方公共団体の負
担金の合算額を基礎として定款で定める額は、同条に規定する標
準報酬の月額に 1,000 分の 14.8 を乗じて得た額とする。 

 
第 44 条 （略） 

 

 

介護納付金への総

報酬割が段階的に

導入され、その費用

を賄うため、40歳以

上65歳未満の組合

員が負担する介護

保険に係る掛金・負

担金率を引き上げ

るもの。 

（各々＋0.65） 

 

 

育児・介護休業手当

金に係る拠出金率が

3.49‰か6.40‰へ引

き上げられため、75

歳以上の長期組合員

等の育児・介護休業

手当金に係る掛金・

負担金率を引き下げ

るもの。(各々＋1.44) 

 

任意継続組合員に

係る介護任意継続

掛金を引き上げる

もの。（＋1.3） 
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変  更  前 
 

 

変  更  後 
 

備  考 

 
 (資金の繰入れ) 
第 45 条 平成 30 年度における地方公務員等共済組合法施行規程

（昭和 37 年総理府・文部省・自治省令第１号）第７条第１項の
規定により定款で定める金額は、2,440 円とする。 

 
第 46 条 ～ 第 50 条 （略） 
 
 
 

 
 (資金の繰入れ) 
第 45 条 平成 31 年度における地方公務員等共済組合法施行規程

（昭和 37 年総理府・文部省・自治省令第１号）第７条第１項の
規定により定款で定める金額は、2,315 円とする。 

 
第46条 ～ 第50条 （略） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 平成31年度にお

ける短期経理から

業務経理へ繰り入

れる組合員一人当

たりの事務費単価

を変更するもの。 

(△125円) 
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理  由  書 

 

 介護保険法の一部改正により、介護納付金への総報酬割が段階的に導入され、

納付額の増加が見込まれることなどから、介護保険財源率を引き上げる必要が

あること。 

 育児及び介護休業手当金に係る共同事業の拠出金率が引き上げられることに

伴い、本組合における長期組合員等の育児及び介護休業手当金に関する掛金・

負担金率を引き上げる必要があること。 

 本組合の業務経理における短期給付事業費用を賄うため、平成 31年度の短期

経理から業務経理へ繰り入れる組合員一人当たり事務費単価を引き下げる必要

があること。 

 以上の理由から定款の一部を変更するもの。 
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定款の一部変更要綱 

 

項 目 説       明 

 

１ 変更の目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 内   容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施 行 期 日  

 

 

⑴ 平成２９年５月に可決・成立した介護保険法の一部改正により、平成２９年８月分から

介護納付金への総報酬割が段階的に導入されたことに伴い、毎年、納付額の増加が見込ま

れること等から、その費用を賄うため、介護保険財源率を引き上げるもの。（総報酬割の

導入割合：H29 通年 1/3、H30 1/2、H31 3/4、H32 全面導入） 

 

⑵ 本組合が組合員等に行う育児及び介護休業手当金の給付に関しては、円滑な業務運営を

行うため、全国市町村職員共済組合連合会において共同事業で実施しており、共同事業に

要する費用に係る拠出金率が、平成 31年度から現行 3.49‰から 6.40‰に引き上げられる

ため、長期組合員及び市町村長長期組合員における育児及び介護休業手当金に係る掛金・

負担金率を引き上げるもの。 

 

⑶ 本組合の業務経理における短期給付事業費用を賄うため、平成 31 年度の短期経理から

業務経理へ繰り入れる組合員一人当たり事務費単価を引き下げるもの。 

 

 

⑴ 介護保険財源率の引上げ（定款第 43条・第 43条の２関係） 

 ① 介 護 掛 金 率 … 現行：０６．７５‰ ➝ 変更後：０７．４‰（＋０．６５） 

 ② 介護負担金率 … 現行：０６．７５‰ ➝ 変更後：０７．４‰（＋０．６５） 

 ③ 介護任意継続掛金率 … 現行：１３．５ ‰ ➝ 変更後：１４．８‰（＋１．３ ） 

 

⑵ 長期組合員等（後期高齢者医療制度の被保険者である組合員）に対する育児及び介護休

業手当金に係る掛金・負担金率の引上げ       （定款第 43条関係） 

 ① 掛 金 率 … 現行：１．７２‰ ➝ 変更後：３．１６‰（＋１．４４） 

 ② 負担金率 … 現行：１．７２‰ ➝ 変更後：３．１６‰（＋１．４４） 

  ※ 引上げ要因は、育児休業手当金の支給期間の延長及び剰余金の活用期間終了 

 

⑶ 平成 31年度における短期経理から業務経理へ繰り入れる事務費単価の引下げ 

（定款第 45条関係） 

  本組合が、地方公務員等共済組合法施行規程第７条第１項の規定により定款で定めるこ

ととされている短期経理から業務経理へ繰り入れる組合員一人当たり事務費単価を次の

とおり引き下げるもの。 

 ・現行：２，４４０円 → 変更後：２，３１５円（△１２５円） 

  ※ 引下げ要因は、マイナンバーによる短期給付等の情報連携システム開発が完了したため 

 

 

 平成 31年４月１日 

 

参 考 
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〇 公告第１９号 

 

 

平成３１年度事業計画及び予算について 

 

 富山県市町村職員共済組合の平成３１年度事業計画及び予算については、平成 

３１年３月４日開催の第１５８回組合会において原案のとおり議決されたので、 

富山県市町村職員共済組合定款第４６条の規定に基づき、その要旨を別冊＊のとお

り公告する。 

 

 

 

 

 平成３１年３月７日 

 

富山県市町村職員共済組合  

理事長  髙 橋 正 樹 

 

 

 

 

 

＊ 別冊については、本組合事務局において閲覧に供しています。 


